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１．人口等 
（１）人口推移 
菊川市の人口は、平成 12年（2000 年）から平成 27年（2015 年）にかけて、緩やかに減少して

いましたが、令和 2 年（2020 年）に増加し 47,789 人となりました。また、令和 2 年（2020 年）

の人口は平成 12 年（2000 年）以降最も多くなっています。 

年齢 3 区分別にみると、年少人口及び生産年齢人口は平成 12 年（2000 年）以降減少傾向にあ

りますが、老年人口は増加傾向にあります。 

令和 2年（2020 年）の年少人口は、平成 12年（2000 年）から約 1割減少し、6,711 人となって

います。生産年齢人口は、平成 12年（2000 年）から約１割減少し、27,785 人です。老年人口は、

平成 12 年（2000 年）から約 4.5 割増加し、12,864 人となっています。 

年齢 3区分の人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（２）外国人人口推移 
菊川市の外国人人口は、平成 26 年（2014 年）から増加傾向にあり、令和 4年（2022 年）に平

成 26年（2014 年）の約 1.5 倍の 3,795 人となっています。 

年齢 3区分の外国人人口推移 

 

資料：菊川市住民基本台帳 
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（３） 地区別人口推移 
 加茂市区の人口は、平成 26年度（2014 年度）以降より増加傾向が続いています。 

町部地区及び平川地区については、人口の増減がみられるものの、平成 26年度（2014 年度）時

よりも令和 4年度（2022 年度）の人口は増加しています。 

六郷地区は、人口規模が市内で最大であり、平成 26 年度（2014 年度）から令和元年度（2019 年

度）にかけて１万人を超えていましたが、令和 2年度（2020 年度）以降は 1万人を下回り、その

後も減少が続いています。 

 河城地区、平川地区、小笠南地区は、平成 26年度（2014 年度）の人口規模が最大値であり、こ

れ以降は減少が続いています。 

 地区別の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：菊川市住民基本台帳  
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西方地区計 3,079 3,078 3,096 3,069 3,056 3,084 3,084 3,066 3,042

町部地区計 2,931 3,063 3,170 3,279 3,356 3,347 3,325 3,309 3,344

加茂地区計 6,020 6,172 6,297 6,372 6,547 6,732 6,823 6,856 7,031

内田地区計 3,261 3,241 3,211 3,206 3,244 3,189 3,124 3,099 3,061
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六郷地区計 10,255 10,246 10,056 10,061 10,100 10,098 9,984 9,969 9,906
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平川地区計 4,825 4,837 4,914 4,986 5,091 5,122 5,059 5,008 5,051

嶺田地区計 2,475 2,447 2,421 2,430 2,484 2,434 2,418 2,367 2,329

小笠南地区計 3,302 3,237 3,212 3,140 3,080 3,052 3,000 2,949 2,887

小笠東地区計 4,458 4,471 4,463 4,418 4,416 4,452 4,325 4,261 4,195
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（４）人口動態 
人口動態は、平成 26 年（2014 年）から令和元年（2019 年）まで社会的人口増減の増加が自然

的人口増減の減少よりも上回っており人口が増加していましたが、令和 2年（2020 年）から令和

3 年（2021 年）は自然的人口増減と社会的人口増減がともに減少していることから人口が減少し

ています。令和 4年（2022 年）においては、社会的人口増減は増加していますが、自然的人口増

減の減少が社会的人口増減の増加を上回っており 123 人減となっています。 

人口動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：菊川市住民基本台帳 

  



5 
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（５）自然的人口増減（出生・死亡） 
自然的人口増減の内訳をみると、出生数は平成 26年（2014 年）から平成 29年（2017 年）まで

減少傾向が続いていましたが、平成 30年（2018 年）に一度増加するものの、令和元年（2019 年）

以降再び減少に転じ、その後も減少を続け、令和 4 年（2022 年）には 326 人となり、平成 26 年

（2014 年）以降過去最少となっています。 

死亡数は平成 26 年（2014 年）時から令和元年（2019 年）までわずかに減少傾向にありました

が以降、増加傾向が続いており、令和 4年（2022 年）には 524 人となっています。 

自然的人口増減は平成 26 年（2014 年）から減少傾向にあり、令和 4 年（2022 年）には 198 人

減となっています。 

自然的人口増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：菊川市住民基本台帳 
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（６）社会的人口増減（転入・転出） 
社会的人口増減の内訳をみると、転入が平成 26 年（2014 年）から令和元年（2019 年）にかけ

て、緩やかに増加していましたが、令和 2年（2020 年）から令和 3年（2021 年）に減少し、その

後令和 4年（2022 年）に再度増加し、2,176 人となっています。 

転出も平成 26 年（2014 年）から緩やかに増加しており、令和 4 年（2022 年）に 2,101 人とな

っています。 

社会的人口増減は平成 26 年（2014 年）から令和元年（2019 年）までは転入が転出を上回って

いますが、令和 2年（2020 年）から令和 3年（2021 年）は転出が多く、令和 4年（2022 年）に再

度転入が転出を上回り 75人増となっています。 

社会的人口増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：菊川市住民基本台帳 
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平成30年
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（７）外国人社会的人口増減（転入・転出） 
外国人社会的人口増減の内訳をみると、転入が平成 30 年（2018 年）から令和 3 年（2021 年）

にかけて減少していましたが、令和 4年（2022 年）に増加し、896 人となっています。 

転出は平成 30年（2018 年）から増加傾向で令和 4年（2022 年）に 644 人となっています。 

外国人社会的人口増減は平成 30 年（2018 年）から令和元年（2019 年）までは転入が転出を上

回っていますが、令和 2年（2020 年）から令和 3年（2021 年）は転出が多く、令和 4年（2022 年）

に再度転入が転出を上回り 252 人増となっています。 

外国人社会増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：菊川市住民基本台帳 
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（８）年齢５歳階級別社会的人口増減 
年齢 5歳階級別社会的人口増減の転入状況としては、20～40 代で 100 人以上となっており、特

に 20～24 歳が最も多く 384 人となっています。 

転出状況としても 20～40 代で 100 人以上となっており、特に 24～29 歳が最も多く 364 人とな

っています。 

年齢 5歳階級別社会的人口増減は 0～9歳、15～19 歳、30～34 歳、70～74 歳、80～84 歳、90歳

以上で転出が転入を上回っています。特に 0～9 歳と 30～34 歳の転出が多く家族世帯での移動が

推測されます。 

年齢 5歳階級別社会的人口増減（令和 2年（2020年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳移動報告 
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（９）転出・転入先 
菊川市の静岡県を除く主な転出先としては、愛知県の 331 人が最も多く、次いで東京都が 203

人、神奈川県が 179 人となっています。 

静岡県を除く主な菊川市への転入先としては、愛知県の 279 人が最も多く、次いで神奈川県が

167 人、東京都が 165 人となっています。 

また、愛知県、神奈川県や東京都をはじめ多くの都道府県で転出超過となっており、千葉県、

岐阜県や三重県では転入超過となっています。 

転入・転出先（令和 2年（2020年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

  

菊川市へ転入 菊川市から転出 増減数

愛知県 279 331 -52 
神奈川県 167 179 -12 
東京都 165 203 -38 
千葉県 61 58 3
埼玉県 59 76 -17 
岐阜県 39 33 6
三重県 39 18 21
大阪府 39 54 -15 
京都府 34 38 -4 
滋賀県 28 31 -3 
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（１０）世帯数 
世帯数については、平成 12 年(2000 年)から増加を続け、令和 2年(2020 年)には 17,759 世帯と

約 3割増加しています。 

一方で、世帯人員は平成 12 年(2000 年)から減少を続け、令和 2年(2020 年)には 2.7 人/世帯と

なり、核家族化もしくは、単身世帯、夫婦のみ世帯の増加が推測されます。 

世帯数・世帯人員数の推移 
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31.9% 29.2% 25.0% 22.0%
29.4%
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令和2年

（2020年）

核家族世帯 単独世帯 その他の世帯

（１１）家族類型 
家族類型をみると、核家族世帯は約 50％前後を推移していましたが、令和 2 年（2020 年）に

50％を下回っています。 

単身世帯は、平成 12 年（2000 年）から 2015 年（平成 27 年）にかけて増加を続け、平成 27 年

(2015 年)には 23.9％でしたが、令和 2年（2020 年）に 21.6％と減少に転じています。 

一般世帯の家族類型の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（１２）昼夜間人口 
昼夜間人口は、平成 12 年(2000 年)から令和 2年(2020 年)において、約 95％前後を推移してお

り、昼間人口が夜間人口を上回ることはなく、菊川市以外での通勤・通学者が多いということが

推測されます。 

昼夜間人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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掛川市

牧之原市

御前崎市

浜松市

静岡市

島田市

その他

621人

568人

1,852人
1,479人

2,024人

5,673人

710人

菊川市
流出通勤・通学者

12,927人
菊川市内通勤・通学者

10 ,7 63人

菊川市
流入通勤・通学者

10,315人
菊川市内通勤・通学者

10 ,7 63人

御前崎市

牧之原市

島田市

掛川市

袋井市

藤枝市

その他

1,489人

4,429人

579人 1,419人

947人

408人

1,044人

（１３）通勤・通学人口 
菊川市からの通勤・通学先として、最も多いのは掛川市で 5,673 人となっています。その他を

除いては、牧之原市 1,852 人、次いで御前崎市 1,479 人となっています。 

一方で、菊川市へ通勤・通学に通っているのは、掛川市の 4,429 人が最も多く、その他を除い

ては、御前崎市の 1,419 人、島田市の 1,044 人となっています。 

流出人口（令和 2年（2020年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

流入人口（令和 2年（2020年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  
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29,800 
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27,150 26,457 

24,951 
23,546 
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(2025年)

令和12年

(2030年)

令和17年

(2035年)

令和22年

(2040年)

令和27年

(2045年)

令和32年

(2050年)

0～14歳(年少人口） 15～64歳（生産年齢人口） 65歳以上（老年人口） 年齢不詳

47,502 47,041 46,763
47,789 47,208 46,339

45,270
44,050

42,696

（人）

47,036

41,233

（１４）将来人口 
菊川市の人口は、令和 2年（2020 年）の 47,789 人をから年々減少すると推計されており、令和

32 年（2050 年）には 41,233 人になると推計されています。 

また、年少人口は平成 12 年（2000 年）から減少傾向にあり、令和 7 年（2025 年）には 6,195

人となり、それ以降も緩やかに減少しつづけ、令和 32年（2050 年）には 4,773 人になると推計さ

れています。 

生産年齢人口も、平成 12年（2000 年）以降減少傾向にあり、令和 7年（2025 年）には 27,594

人となり、それ以降も減少を続け、令和 32年（2050 年）には 22,318 人になると推計されていま

す。 

老年人口については、平成 12年（2000 年）以降増加傾向にあり、令和 7年（2025 年）には 13,419

人となり、それ以降は若干緩やかに増加しますが、令和 32 年（2045 年）には 14,142 人になると

推計されています。 

将来人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所 

 

  

実測値 推計値 
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（１５）将来人口ピラミッド 
人口ピラミッドは、令和 2 年（2020 年）から令和 32 年（2050 年）にかけて、ピラミッドの年

齢別の人口ボリュームをみると、年少人口が一番早く減少に転じ、次いで生産年齢人口が減少す

ると推計されています。令和 32 年（2050 年）には男女ともに 70 代の人口が最も多くなると推計

されています。 

人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所 
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（１６）人口密度 
 菊川市の人口密度を 500ｍメッシュごとにみると菊川駅から菊川IC周辺の人口密度が高くなっ

ており、令和 2 年（2020 年）と令和 22 年（2040 年）を比較すると、人口の分布には大きく変化

はありませんが、令和 22年（2040 年）は全体的に人口密度が低くなっており、対象外（人が住ん

でいないと推測されるメッシュ）も増加しています。 

500ｍメッシュ人口密度増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土数値情報  

令和 2 年（2020 年） 令和 22 年（2040 年） 

人口密度（人/ha） 
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２．産業 
（１）産業別就業人口 
菊川市の産業構造は、2次産業に就業している人口が最も多く、次いで、3次産業、1次産業と

なっています。 

就業人口規模の総数は、平成 12 年（2000 年）から令和 2 年（2020 年）にかけて減少傾向にあ

り、令和 2年（2020 年）には 25,020 人となっています。 

1 次産業に就業する人口は、平成 12 年（2000 年）から減少しており、令和 2年（2020 年）には

2,074 人と約半数まで減少しています。 

また、2次産業も 1次産業と同様に平成 12 年（2000 年）時から減少しており、令和 2年（2020

年）には 10,562 人となっています。 

一方で、3次産業の就業人口は増加傾向にあり、平成 12年（2000 年）から令和 2年（2020 年）

にかけて約 2割弱増加して、令和 2年（2020 年）には 12,384 人となっています。 

産業別就業人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（２）農業 
農業の農業経営体数は、平成 22 年（2010 年）から減少しており、令和 2 年（2020 年）には約

4割弱減少し、947 経営体となっています。 

組織形態別経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林業センサス農林業経営体調査 
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254,445

229,693
239,437
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261,315
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（百万円）

（３）工業 
工業事業所数は減少傾向にあり、平成 24 年（2012 年）から令和 2 年（2020 年）にかけて約 2

割減少して、令和 2年（2020 年）には 156 事業所となっています。 

一方で、従業者数は、平成 24年（2012 年）から平成 30年（2018 年）まで増加していましたが、

減少へと転じ、令和 2年（2020 年）に 8,446 人となっています。 

製造品出荷額等は令和元年（2019 年）までは増加傾向にありましたが、令和 2年（2020 年）に

減少し、215,713 百万円となっています。 

※令和元年（2019 年）から令和 2年（2020 年）にかけて、新型コロナウイルス感染症の影響により
事業所をはじめ、従業者、製造品出荷額等が減少していることが考えられます。 

工業事業所数・従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：工業統計調査、経済センサス活動調査 
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資料：工業統計調査、経済センサス活動調査  
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（４）商業 
商業事業所数は、平成 24 年（2012 年）から令和 3 年（2021 年）にかけて横ばい傾向にあり、

令和 3年（2021 年）には 345 事業所となっています。 

従業者数については、平成 26年（2014 年）にわずかに減少しましたが、その後再び増加傾向に

転じ、令和 3年（2021 年）には 2,590 人となっています。 

年間商品販売額は平成 24 年（2012 年）から平成 28 年（2016 年）までは増加していましたが、

令和 3年（2021 年）には減少して 59,464 百万円となっています。 

商業事業所数・従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：商業統計調査、経済センサス活動調査、経済センサス基礎調査 
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資料：商業統計調査、経済センサス活動調査、経済センサス基礎調査  
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３．子育て・教育 
（１）児童館の利用状況 
児童館は、菊川市内に 2箇所あります。このうち、菊川児童館の利用状況は、平成 26年（2014

年）から令和元年（2019 年）にかけて、約 3万人前後を維持しています。 

小笠児童館は、平成 27 年（2015 年）以降減少傾向にあり、令和元年（2019 年）には 19,622 人

となっています。 

その後、令和元年（2019 年）以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、行動制限等

の影響を受け、利用者数はどちらの児童館も大きく減少しました。行動制限等が緩和された令和

4年（2022 年）には若干利用者数の回復がみられ、菊川児童館は 20,010 人、小笠児童館は 12,622

人の利用にとなっています。 

児童館の利用状況 

 

資料：子育て応援課 
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（２）保育園の状況 
保育園は菊川市内に 5園ありますが、これらに通う児童の総数は、平成 28年（2016 年）以降減

少傾向にあり、令和 5年（2023 年）には 403 人と約 2割減となっています。 

一方で、保育士の人数は平成 30 年（2018 年）に約 100 人規模となり、その後令和 4 年（2022

年）までの間、緩やかに減少しつつも約 100 人規模を維持していましたが、令和 5 年（2023 年）

には 92 人となっています。 
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資料：こども政策課 
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（３）小規模保育事業所の状況 
小規模保育所は、菊川市内に徐々に増加しており、令和元年（2019 年）は 1箇所でしたが、令

和 5年（2023 年）には 4箇所となり、ほぼ毎年 1箇所ずつ増加しています。 

それにあわせて、利用児童数も増加しており、令和 5年（2023 年）には 39人となり、令和元年

（2019 年）の 3倍となっています。 

保育士数も同様に、施設数及び利用児童数の増加にあわせて増加し、令和 5年（2023 年）には

21 人となっています。 

利用児童数、保育士数、施設数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：こども政策課 
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（４）認定こども園の状況 
認定こども園は、平成 29 年（2017 年）の 3 施設から毎年増加し続け令和元年（2019 年）には

8施設になり、令和 5年（2023 年）まで 8施設となっています。 

施設数の増加とともに利用児童数も増加し、令和元年（2019 年）には 1,207 人となりましたが、

以降緩やかに減少し、令和 5年（2023 年）には 1,111 人となっています。 

保育教諭数もまた、施設数とともに増加し、令和元年（2019 年）に 233 人となり、その後も大

きな増減はなくほぼ横ばいで令和 5年（2023 年）には 225 人となっています。 

利用児童数、保育教諭数、施設数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：資料：幼児教育課、こども政策課 
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（５）幼稚園の状況 
菊川市の幼稚園は、年々認定こども園へと移行しており、令和元年（2019 年）以降は小笠北幼

稚園のみとなっています。 

また、園児数は令和 2 年（2020 年）以降減少傾向にあり、令和 5 年（2023 年）には 48 人と約

半数まで減少しました。 

それに伴い、正規職員数も減少し、令和 5年（2023 年）には 4人となっています。 

園児数、正規職員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：こども政策課 
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４．医療・福祉 
（１）一般病院数、一般診療所、歯科診療所数 
菊川市には、一般病院が市立総合病院のみとなっています。 

一般診療所は、平成 27 年（2015 年）から平成 29 年（2017 年）にかけては減少し、以降は 29

箇所を維持しています。 

歯科診療所については、平成 28 年（2016 年）から平成 29 年（2017 年）にかけて減少しました

が、平成 30 年（2018 年）以降は 20 箇所を維持しています。 

一般病院数、一般診療所、歯科診療所数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一般診療所施設数には企業・施設内診療所数を含む 

資料：市立総合病院健康づくり課・静岡県医療政策課  
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（２）医師数 
医師数、歯科医師数ともに大きな変動はなく医師数は令和 2年（2020 年）に 66人、歯科医師数

は 18人となっています。また、そのほとんどが医療施設に従事しています。 

医師数 

 

 

 

 

 

 

 

資料：医師・歯科医師・薬剤師調査 

 

 

  

医師 歯科医師 医師 歯科医師 医師 歯科医師 医師 歯科医師 医師 歯科医師 医師 歯科医師

64 19 65 18 60 18 65 21 66 19 66 18

総数 61 19 62 18 59 18 63 18 65 19 65 18

病院の従事者 34 0 29 0 27 0 28 0 33 0 29 0

診療所の従事者 27 19 33 18 32 18 35 18 32 19 36 18

1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0

1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 2 0 1 0 1 2 1 0 0 0無職の者

総数

医療施設の

従事者数

介護老人保健施設の従事者

医療施設・介護老人保健施設以外の従事者

その他の業務の従事者

令和2年

（2020年）

平成22年

（2010年）

平成24年

（2012年）

平成26年

（2014年）

平成28年

（2016年）

平成30年

（2018年）
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5,540
5,869

6,076 6,281
6,462 6,542 6,646

6,827 6,789
6,642

5,816 5,832 5,940 6,038 6,143 6,250 6,346 6,302 6,447
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65歳以上75歳未満 75歳以上

（人）

（３）高齢者福祉 
介護保険、第１号被保険者は 65 歳以上 74 歳未満が平成 27 年（2015 年）から令和 4 年（2022

年）にかけて増加傾向にあり、令和 4年（2022 年）に 6,642 人となっています。75 歳以上も同様

に増加傾向にあり、令和 4年（2022 年）に 6,706 人となっています。 

介護保険 第１号被保険者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長寿介護課 
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（４）生活保護 
生活扶助の延べ世帯数は、平成 26 年度（2014 年度）から令和 3 年度（2021 年度）にかけては

60 世帯前後で推移していましたが、令和 4 年（2022 年）に大幅に増加し、73 世帯となっていま

す。 

生活扶助の延べ世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課 
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122
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153

192

（件）

５．生活環境 
（１）公害 
環境コミュニケーション苦情受付件数は、増減を繰り返しつつも増加傾向にあり、令和 3 年

（2021 年）には 192 件となっています。 

その内訳として、最も多い苦情は「不法投棄」が 81 件であり、次いで「猫」が 38 件、「悪臭」

が 35件、「犬」が 21 件となっています。 

平成 29 年（2017 年）と令和 3年（2021 年）を比較した場合、苦情が減った分野はなく、「水質

汚濁」、「騒音」、「振動」については苦情件数が少ないですが、令和元年（2019 年）以降のこれら

の苦情受付件数も増加が続いています。 

環境コミュニケーション苦情受付件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：環境経営レポート  
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（２）二酸化炭素排出量 
総二酸化炭素排出量は、平成 30 年（2018 年）以降目標値を設定していますが、年々増加してお

り、令和 3年（2021 年）には 6,397,307kg-CO2となっており、平成 30年（2018 年）から令和 3年

（2021 年）の間、一度も目標値を下回ることができていない状況にあります。 

総二酸化炭素排出量 

  

 

 

 

 

 

資料：環境経営レポート 

 

 

 

  

平成28年

（2016年）

【基準年度】

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

実績値 6,291,922 6,327,295 6,336,446 6,380,703 6,397,307

目標値 - 6,229,003 6,166,084 6,103,164 6,040,245

差 - -98,292 -170,362 -277,539 -357,062
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9,560 9,570 9,541 9,182 9,289 9,454 9,196 9,228 9,060

480 474 464
439 504 533 564 521 491

908 937 909
841 890 950 974 968 920

731 689 663
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令和3年度

（2021年度）

令和4年度

（2022年度）

可燃ごみ 不燃ごみ 資源物等 集団回収

11,125

（ｔ）

11,679 11,670 11,577 11,364 11,662
11,381 11,311 11,041

（３）ごみ処理 
ごみ排出量の総計は、令和元年（2019 年）以降、年々緩やかに減少し、令和 4年（2022 年）に

は 11,041ｔとなっています。 

ごみの内訳としては、「可燃ごみ」が最も多く、次いで、「資源物等」、「集団回収」、「不燃ごみ」

の順に多くなっています。そのなかでも「可燃ごみ」は、総量の約 8割を占めています。 

ごみ処理状況（ごみ排出量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：環境推進課 
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火災 自然災害 水難 交通 労災 運動 一般 加害 自損 急病 その他

1,421
1,488

1,425

1,520 1,556

1,625
1,649

1,431

1,613

（件）

（４）救急 
救急出動の件数は、令和 2 年（2020 年）、令和 3 年（2021 年）の新型コロナウイルス感染拡大

が猛威を振るっていた時期であり、救急出動件数が約 1400 件と令和元年（2019 年）から大きく減

少しています。 

令和 4年（2022 年）になると、社会活動がコロナ禍以前に近づき、救急出動件数も令和元年（2019

年）頃と同程度の 1,613 件となっています。 

救急出動の内訳としては、「急病」が最も多く、次いで「一般」となっています。 

救急出動の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：消防本部 
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（５）犯罪 
刑法犯罪の認知件数は、平成 28 年（2016 年）以降減少傾向にあり、令和 4 年（2022 年）の認

知件数は、175 件であり、平成 28年（2016 年）と比較すると 6割弱減少しています。 

一方の検挙件数は、令和元年（2019 年）が最も少なく 97 件でしたが、それ以降増加傾向にあ

り、令和 4年（2022 年）は 130 件の検挙数となっています。 

刑法犯罪発生の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域支援課・静岡県警察本部刑事企画課、菊川警察署・菊川警察署管内防犯協会 
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（６）交通事故 
交通事故発生件数は、平成 26年（2014 年）以降減少傾向にあり、令和 4年（2022 年）には 191

件となっています。 

また、負傷事故件数は、事故発生件数と同様の動向を示し、令和 4年（2022 年）には 255 人と

なっています。 

死亡事故件数は、令和 2年（2020 年）を除き、毎年 1件以上発生しています。 

交通事故発生の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域支援課 
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６．公共交通 
（１）バス 
コミュニティバスの利用状況をみると、新型コロナウイルスの感染拡大防止措置の影響を受け

ており、行動制限が厳しかった令和 2年（2020 年）は、どの路線も減少しましたが、その後令和

3年（2021 年）から「倉沢・冨田線」や「西方線」などは徐々に回復し、令和 4年（2022 年）に

は「倉沢・冨田線」が最も多く 10,247 人、次いで「西方線」が 4,906 人となっています。 

コミュニティバス利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域支援課  
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（人）
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（２）鉄道 
JR 東海道本線「菊川駅」の乗車人員は、平成 27 年（2015 年）以降緩やかな減少傾向にありま

したが、令和 2年（2020 年）に新型コロナウイルスの感染拡大防止ための行動制限等の影響を受

けて大幅に減少しましたが、その後は徐々に回復し、令和 4年（2022 年）に 1,307,332 人となっ

ています。 

JR東海道本線「菊川駅」乗車人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東海旅客鉄道株式会社 静岡支社  
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７．財政 
（１）歳入 
菊川市の歳入は、平成 30 年度（2018 年度）から令和 2 年度（2020 年度）にかけては増加して

いましたが、以降減少し、令和 4年度（2022 年度）は約 217 億となっています。 

しかし、地方交付税や地方消費税交付金は平成 30 年度（2018 年度）から令和 4 年度（2022 年

度）で令和 4年度（2022 年度）が最も多く地方交付税が約 34 億円、地方消費税交付金が約 119 億

円となっています。 

※新型コロナウイルス感染症による経済対策や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
等で令和 2年度（2020 年度）に国庫支出金が増加しています。 

歳入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：会計課 

 

 

 

 

  

平成30年度

（2018年度）

令和元年度

（2019年度）

令和2年度

（2020年度）

令和3年度

（2021年度）

令和4年度

（2022年度）

市税 7,441,284 7,615,587 7,474,386 7,292,885 7,594,700

地方譲与税 290,173 290,359 290,273 295,222 293,821

利子割交付金 11,987 5,760 5,784 4,459 3,161

配当割交付金 22,855 26,817 24,686 37,994 35,328

株式等譲渡所得割交付金 22,859 18,104 33,635 54,297 35,950

法人事業税交付金 - - 47,467 90,737 110,557

地方消費税交付金 889,277 825,716 1,015,021 1,115,111 1,186,839

ゴルフ場利用税交付金 51,350 46,688 46,252 54,138 53,691

自動車取得税交付金 111,981 56,796 0 0 0

環境性能割交付金 - 16,269 32,698 32,223 39,733

地方特例交付金 47,512 150,252 75,052 179,028 69,778

地方交付税 2,654,183 2,567,341 2,527,766 3,273,775 3,438,947

交通安全対策特別交付金 7,723 7,397 8,198 9,623 8,461

分担金及び負担金 259,666 138,743 66,212 64,850 66,219

使用料及び手数料 162,823 154,947 144,757 133,793 132,061

国庫支出金 2,026,159 2,539,040 8,049,055 4,313,734 3,524,998

県支出金 1,359,517 1,515,885 1,365,936 1,867,180 1,413,565

財産収入 50,062 116,024 45,632 41,913 39,845

寄附金 155,290 308,416 110,914 177,856 138,753

繰入金 496,962 567,232 332,621 17,241 315,715

繰越金 258,496 299,953 245,748 244,083 326,904

諸収入 1,025,719 1,059,346 1,040,464 956,957 982,017

市債 1,938,800 2,350,300 2,007,800 1,768,698 1,906,522

合　計 （千円） 19,284,678 20,676,972 24,990,357 22,025,797 21,717,565



39 

（２）歳出 
菊川市の歳出は、平成 30 年度（2018 年度）から令和 2 年度（2020 年度）にかけては増加して

いましたが、以降減少し、令和 4年度（2022 年度）は約 210 億となっています。 

令和 4 年度（2022 年度）の歳出の内訳をみると、「民生費」が 28.09％と最も多く占めており、

次いで「衛生費」15.14％、「総務費」13.69％となっています。 

※新型コロナウイルス感染症による経済対策や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
等で令和 2年度（2020 年度）に国庫支出金が増加しています。 

歳出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：財政課  

  

平成30年度

（2018年度）

令和元年度

（2019年度）

令和2年度

（2020年度）

令和3年度

（2021年度）

令和4年度

（2022年度）

決算額[千円] 152,100 155,513 155,767 148,378 179,403

構成割合[％] 0.81 0.77 0.63 0.70 0.85

決算額[千円] 2,283,669 2,618,765 7,593,428 2,549,539 2,873,165

構成割合[％] 12.20 12.97 30.91 11.94 13.69

決算額[千円] 5,371,479 5,453,658 5,604,640 6,830,821 5,895,699

構成割合[％] 28.70 27.01 22.82 32.00 28.09

決算額[千円] 2,615,397 2,674,650 2,654,108 3,091,082 3,178,743

構成割合[％] 13.98 13.25 10.80 14.48 15.14

決算額[千円] 421,373 450,234 466,351 456,250 438,435

構成割合[％] 2.25 2.23 1.90 2.14 2.09

決算額[千円] 512,636 868,227 538,708 849,825 465,135

構成割合[％] 2.74 4.30 2.19 3.98 2.22

決算額[千円] 195,937 255,558 391,774 475,694 497,153

構成割合[％] 1.05 1.27 1.59 2.23 2.37

決算額[千円] 1,658,738 1,742,805 1,539,344 1,500,975 1,530,132

構成割合[％] 8.86 8.63 6.27 7.03 7.29

決算額[千円] 736,856 735,897 752,470 783,283 750,915

構成割合[％] 3.94 3.64 3.06 3.67 3.58

決算額[千円] 2,660,735 3,001,347 2,713,658 2,433,166 2,698,480

構成割合[％] 14.22 14.86 11.05 11.40 12.85

決算額[千円] 20,292 166,470 90,144 29,798 160,918

構成割合[％] 0.11 0.82 0.37 0.14 0.77

決算額[千円] 2,081,977 2,068,100 2,064,882 2,200,082 2,324,101

構成割合[％] 11.12 10.24 8.41 10.31 11.07

決算額[千円] 3,536 0 0 0 0

構成割合[％] 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00

決算額[千円] 0 0 0 0 0

構成割合[％] 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

18,714,725 20,191,224 24,565,274 21,348,893 20,992,279合　計 （千円）

公債費

諸支出金

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

予備費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費
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（３）財政力指数 
財政力指数は、平成 25年度（2013 年度）から平成 29 年度（2017 年度）にかけて、年々上昇し、

令和 2年度（2020 年度）以降低下しており、令和 4年度（2022 年度）には 0.73 となっています。 

財政力指数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：財政課 
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８．災害リスク 
（１）洪水 
菊川市では、洪水（想定最大規模）において市南部に 5.0～10.0ｍの浸水が想定されています。 

洪水（想定最大規模） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ハザードマップポータルサイト 
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（２）土砂災害 
土砂災害においては市内各地に特別警戒区域や警戒区域が指定されています。 

土砂災害特別警戒区域・警戒区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ハザードマップポータルサイト 
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（３）地震 
地震については震度７が想定されており、市南部では液状化危険度が高くなっています。また、

津波の危険性はありません。 

想定震度・液状化危険度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：防災ハザードマップ 
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９．類似団体との比較 
（１）人口等 
菊川市の類似団体として、総務省類似団体区分都市 I-０のうち近隣都市や菊川市と同様に中部

地方の高速道路・電車が通行している「静岡県牧之原市」、「愛知県新城市」、「長野県中野市」を

それぞれの項目で比較します。 

人口等については、「人口密度」及び「外国人人口比率」が他の都市と比較し、高い水準にあり

ますが、「高齢化率」や「内々通勤率」は他の都市と比較し、低い水準にあります。 

また、「内々通勤率」は低い水準にあるものの、「昼夜間人口比率」は、他都市と同レベルの水

準にあります。 

類似団体との比較（人口等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

菊川市 牧之原市 新城市 中野市

人口増加率（％） 実数 1.60% -15.81% 23.13% -0.67%

平成12年～令和2年
（2000年～2020年）

偏差値 49.67 37.13 65.18 48.03

人口密度（人/㎢） 実数 507.4 389.5 88.8 377.4

令和2年（2020年） 偏差値 60.81 53.16 33.65 52.38

高齢化率（％） 実数 26.9% 31.8% 36.1% 32.3%

令和2年（2020年） 偏差値 35.14 50.04 63.30 51.53

外国人比率（％） 実数 8.6% 5.0% 2.5% 2.1%

令和2年（2020年） 偏差値 65.61 51.83 41.97 40.59

内々通勤率（％） 実数 36.2% 43.6% 44.6% 45.7%

令和2年（2020年） 偏差値 33.04 52.78 55.66 58.52

昼夜間人口比率（％） 実数 94.4% 114.9% 97.9% 99.9%

令和2年（2020年） 偏差値 49.05 51.68 49.51 49.76
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（２）産業 
産業については、「1事業所当たり年間商品販売額」の水準が、他都市と比べて最も高くなって

います。また、「1従業者あたりの年間商品販売額」も他都市と比べてわずかに高い水準にありま

す。その一方、「農業経営体総数」は、他都市と比べ、最も低い水準となっています。 

類似団体との比較（産業） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

菊川市 牧之原市 新城市 中野市

農業経営体総数(件） 実数 947 1,115 1,261 1,704

令和2年（2020年） 偏差値 38.98 44.96 50.15 65.91

1従業者当たり製造出荷額（万円） 実数 2889 928 4162 2383

令和2年（2020年） 偏差値 52.58 35.65 63.57 48.20

1事業所当たり製造出荷額（万円） 実数 138,278 60,171 208,514 117,175

平成28年（2016年） 偏差値 51.36 36.65 64.60 47.39

1業者当たり年間商品販売額（万円） 実数 2,634 2,578 2,028 2,408

平成28年（2016年） 偏差値 59.36 57.02 33.78 49.83

1事業所当たり年間商品販売額（万円/事業所） 実数 18,730 16,781 11,697 15,853

平成28年（2016年） 偏差値 61.55 53.95 34.16 50.34
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（３）子育て・教育 
子育て・教育分野においては、一部公表されていませんが、「認定こども園の 1保育教諭あたり

の児童数」は、他都市よりも高い水準にあります。その一方で、「保育園の 1保育士あたりの児童

数」は低い水準となっています。 

類似団体との比較（子育て・教育） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

菊川市 牧之原市 新城市 中野市

1児童館あたり利用者数（人） 実数 14867.00 - 3902.50 -

令和2年（2020年） 偏差値 60.00 40.00

保育園の1保育士あたりの児童数（人） 実数 4.14 4.34 - 6.07

令和2年（2020年） 偏差値 41.82 44.10 - 64.08

小規模保育事業所の1保育士あたりの児童数（人） 実数 1.75 - - -

令和2年（2020年） 偏差値 - - - -

認定こども園の1保育教諭あたりの児童数（人） 実数 5.44 4.18 - 3.85

令和2年（2020年） 偏差値 63.88 45.43 - 40.70

幼稚園の1正規職員あたりの園児数（人） 実数 14.33 3.09 - -

令和2年（2020年） 偏差値 60.00 40.00 - -

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00
1児童館あたり利用者数

保育園の1保育士あたりの児童数

認定こども園の1保育教諭あたりの児童

数

幼稚園の1正規職員あたりの園児数

菊川市 牧之原市 新城市 中野市



47 

（４）医療・福祉 
医療・福祉分野においては、全体的に他都市と比較して低い水準にあるといえますが、「生活扶

助被保護者数」は、少ない方が「良好である」と評価できることから、菊川市は、類似団体の中で

は健全な世帯が多くなっています。 

他都市と同レベルである分野は、「老年人口あたりの介護給付金」となっています。 

その一方で、「人口あたりの一般病院数」は他都市と比べて、最も低い水準である分野となって

います。 

類似団体との比較（医療・福祉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実数は、人口（５万人）あたりの数値を示しています。 

 

 

 

 

 

 

  

菊川市 牧之原市 新城市 中野市

人口あたりの一般病院数（箇所） 実数 0.00002 0.00002 0.00008 0.00004

令和２年（2020年） 偏差値 41.84 41.84 66.33 50.00

人口あたりの一般診療所数（箇所） 実数 0.00058 0.0004 0.00072 0.0006

令和２年（2020年） 偏差値 50.44 34.70 62.68 52.19

人口あたりの歯科診療所数（箇所） 実数 0.0004 0.00036 0.00046 0.00042

令和２年（2020年） 偏差値 47.23 36.13 63.87 52.77

人口あたりの医師数（人） 実数 0.00132 0.0005 0.00124 0.0023

令和２年（2020年） 偏差値 49.69 36.87 48.44 65.00

老年人口あたりの介護給付金（円） 実数 244876.587 21959.32 － 278633.857

令和２年（2020年） 偏差値 55.54 35.96 － 58.50

人口あたりの生活扶助の被保護者数（人） 実数 0.00116 0.00216 0.0031 0.00338

令和２年（2020年） 偏差値 35.19 46.67 57.46 60.68
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（５）生活環境 
生活環境の各分野における評価水準は、類似団体の水準と同等となっています。その中で、「人

口あたりのごみ排出量」は、類似団体のなかでもわずかに差がありますが、菊川市は、新城市に

次いで 2番目の水準となっています。 

類似団体との比較（生活環境） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実数は、人口（５万人）あたりの数値を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

菊川市 牧之原市 新城市 中野市

人口あたりの公害苦情受付件数（件） 実数 0.00046 0.00068 0.00084 0.00144

令和２年（2020年） 偏差値 50.00 50.01 50.01 50.01

人口あたりの総二酸化炭素排出量（千ｔーCO2） 実数 0.00646 0.0134 0.00788 0.0057

令和２年（2020年） 偏差値 50.06 50.13 50.08 50.06

人口あたりのごみ排出量（ｔ） 実数 0.22762 0.22762 0.30496 0.24896

令和２年（2020年） 偏差値 52.28 52.28 53.05 52.49

人口あたりの救急出動数（回） 実数 0.02842 0.0333 0.04516 0.02964

令和２年（2020年） 偏差値 50.28 50.33 50.45 50.30

人口あたりの刑法犯罪発生数（件） 実数 0.00334 0.00318 0.00254 0.00222

令和２年（2020年） 偏差値 50.03 50.03 50.03 50.02

人口あたりの交通事故発生数（件） 実数 0.00382 0.00292 0.00306 0.00144

令和２年（2020年） 偏差値 50.04 50.03 50.03 50.01
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（６）公共交通・財政 
菊川市が高い水準にあるのは、「人口あたりの年間鉄道利用者数」となっています。その一方で、

「人口あたりの年間バス利用者数」については、低い水準にあります。 

財政面においては、「人口あたりの歳入額、歳出額」ともに最も低い水準にありますが、「財政

力指数」をみると、「牧之原市」に次いで 2番目に高い水準となっています。 

類似団体との比較（公共交通・財政） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実数は、人口（５万人）あたりの数値を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

菊川市 牧之原市 新城市 中野市

人口あたりの年間バス利用者数（人） 実数 0.55 2.76 2.66 0.19

令和２年（2020年） 偏差値 55.52 77.56 76.62 51.88

人口あたりの年間鉄道利用者数（人） 実数 24.65 - 14.83 21.78

令和２年（2020年） 偏差値 60.26 - 36.44 53.30

人口あたりの歳入額（千円） 実数 499.81 579.60 603.15 587.26

令和２年（2020年） 偏差値 33.08 53.04 58.93 54.96

人口あたりの歳出額（千円） 実数 491.31 562.24 584.37 579.24

令和２年（2020年） 偏差値 33.10 52.13 58.07 56.69

財政力指数 実数 0.77 0.81 0.57 0.54

令和２年（2020年） 偏差値 58.21 61.57 41.37 38.85
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１０．社会情勢 
（１）ポストコロナへの移行 
2019 年 12 月以降の新型コロナウイルスの世界的な感染拡大は、人々の暮らし方や働き方を大

きく変える契機となりました。そのなかの新たな生活様式のひとつとして、テレワークが推進さ

れてきました。 

テレワークの利用状況について、テレワークを利用したことがあると回答した割合は、米国・

ドイツでは 60％弱、中国では 70％を超える一方、日本では 30％程度にとどまっています。 

日本のテレワークの利用状況を年代別にみると、若い年代の方がテレワークの利用に積極的な

傾向が強く、利用率は、20 歳代が 35％程度と最も高く、「必要としていない」と考えている人の

割合も 20歳代が最も低くなっています。 

テレワークの利用状況（国別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テレワークの利用状況（日本・年代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：情報通信白書  
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 「菊川市デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進方針」において、テレワーク推進実証

実験の結果を踏まえ、テレワークの在り方について研究しています。また、必要に応じ現在の運

用を見直し、新たな働き方やテレワークシステムの更新について検討しています。 

テレワークの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 菊川市デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進方針 
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また、過度な密を避けるため、経済性、効率性を重視する「都市集中型」から、より高い持続

性、柔軟性を備えた「地方分散型」の社会構造へと移行が進みつつあり、東京圏在住者の地方移

住への関心は、令和元年（2019 年）以降、増加傾向にあり、全年齢においては「強い関心がある」

から「やや関心がある」までの合計が 34.0％、20歳代では 44.9％と高い水準となっています。 

 地方移住への関心（東京圏在住者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画白書 
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（２）デジタル技術の進展 
近年、IoT、AI、次世代通信といった、社会におけるデジタル技術の進化が急速に浸透・進展し

てきました。 

「デジタル社会の実現に向けて」のレポートにおいて、今後、すべての産業・社会において、

デジタル化・DX が加速度的に進展していくことは必至となっています。 

また、地方創生や少子高齢化などの社会課題の解決にも不可欠なデジタル基盤の整備について、

取り組んでいきます。 

デジタル技術の進展 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：デジタル社会の実現に向けて 

 

そのため、情報セキュリティ対策を講じながら、窓口手続などのデジタル化や、デジタル技術

を活用したまちづくり、デジタル人材の確保のための取り組みを、一体的に進めていくことが求

められています。 
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地方の課題を解決するためのデジタル実装の取り組みとして、無人自動運転サービスやドロー

ン・空飛ぶ車の社会実装の推進、自動配送ロボットの活用を含む物流 DXの推進、PHR サービスの

発展に向けた環境整備が進められています。 

地方の課題を解決するためのデジタル実装 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：経済産業省におけるデジタル実装の取組について  
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全国でのオンライン化取り組み状況として、子育て・介護関係の全 26手続をマイナポータルで

オンライン手続きできる自治体の割合は、65.1％となっています。静岡県全体では 62.9％と全国

水準を下回っています。なお、菊川市は 100％オンライン化に対応しています。 

マイナポータルにおける子育て・介護関係の 26手続きのオンライン化取り組み状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：デジタル庁 HP 

 

「菊川市デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進方針」において、市民への行政手続

の発送通知に、ぴったりサービスのパンフレット等を同封し、マイナンバーカードによるオンラ

イン申請の利用促進を図ります。また、「デジタル・ガバメント実行計画」にある地方公共団体が

優先的にオンライン化を推進すべき手続のうち、住民のライフイベントにおいて、多数存在する

手続をワンストップで行うために必要と考えられる手続をはじめとしたマイナンバーカードによ

るオンライン申請と庁内情報システムとの連携を図ります。 

行政手続きのオンライン化の推進 
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資料： 菊川市デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進方針  
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地方公共団体の公金収納に係る eLTAX の利用率は年々上昇しています。 

地方税の申告等に係る eLTAX利用率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省HP 

地方税の申告等に係る eLTAXの活用に向けたスケジュールのイメージ（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地方公共団体の公金収納に係る eLTAXの活用について  
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菊川市では、令和元年（2019 年）10月 1 日から「地方税共通納税システム」の運用を開始して

います。また、「地方税統一 QRコード（eL-QR コード）での納付」は、令和 5年（2023 年）4月か

ら運用を開始しています。 

菊川市地方税共通納税システム運用開始について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

菊川市地方税統一 QRコードで納付方法ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：菊川市HP  
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また、菊川市ではチャットボットの導入も行っています。 

菊川市チャットボットについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：菊川市HP 

 

「菊川市デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進方針」において、既存の AIを活用し

た業務について効果を検証し、適正に更新を検討していきます。また、AIを活用した新たな業務

について検討し、多分野に展開していきます。 

RPA の活用は、業務改革（BPR）を実施し、適用可能な業務を選定し、業務の自動化を図り、更

なる効率化を図ります。 

この他、業務の停滞を防ぎ、内部処理の負担を軽減するための文書管理、電子決裁や窓口業務

など先進事例を研究・検討した上で、活用を進めます。 

AI・RPAの利用推進 
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資料： 菊川市デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進方針  
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（３）SDGsへの取り組みの拡大 
SDGs（持続可能な開発目標）は国際社会全体の普遍的な目標であり、地域の持続的な発展にと

っても大変重要な目標となっており、各国で達成に向けた取り組みが進められています。 

日本においては SDGs 実施指針に基づき、2030 年までに目標を達成するために、「優先課題 8分

野」において政府が行う具体的な施策やその予算額を整理し、各事業の実施による SDGs への貢献

を「見える化」することを目的として「SDGs アクションプラン 2023」策定しています。 

SDGsアクションプラン 2023 

People 人間：多様性ある包摂社会の実現とウィズ・コロナの下での取組 

全ての人が生きがいを感じられ、多様性のある包摂社会を目指し、全世代型社会保障の構築、

女性活躍、孤独・孤立対策等に取り組むとともに、子供の貧困対策や持続可能な開発のための教

育（ESD）を推進し、次世代の更なる取組を喚起するなど、人への投資を行う。 

1 あらゆる人々が活躍する社会・ジェンダー平等の実現 

2 健康・長寿の達成 

 

Prosperity 繁栄：成長と分配の好循環 

社会課題を成長のエンジンへと転換し、持続的な成長を実現させるとの考えの下、科学技術・イ

ノベーション、スタートアップ、グリーントランスフォーメーション（GX）、デジタルトランスフォーメーショ

ン（ＤＸ）の四分野に重点を置いて、官民の投資を加速させる。 

3 成長市場の創出、地域活性化、科学技術イノベーション 

4 持続可能で強靱な国土と質の高いインフラの整備 

 

Planet 地球：人類の未来への貢献 

気候変動問題を始めとする地球規模の課題は、人類の未来にとり待ったなしの課題であり、総

力を挙げて取り組んでいく。2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、温暖化対策を成長につな

げるべく強力に推進していくとともに、プラスチック汚染対策や生物多様性の保全に関する国際協

力への参画等を通じ、地球環境課題に積極的に取り組む。 

5 省・再生可能エネルギー、気候変動対策、循環型社会 

6 生物多様性、森林、海洋等の環境の保全 

 

Peace 平和：普遍的価値の遵守 

日本を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増す中、国民の安全・安心な暮らしを確保するた

め、自由、民主主義、人権、法の支配といった普遍的価値を守り抜き、国際社会の平和と安定に貢

献する。また、途上国においては、人間の安全保障の考え方に基づき、能力構築や人材育成等に

引き続き取り組んでいく。 

7 平和と安全・安心社会の実現 

 

 

 



62 

 

Partnership パートナーシップ：官民連携・国際連携の強化 

国際社会が複合的な危機に直面する今、SDGs 達成に向けた取組を加速化していく上で、官民

連携を強化する必要がある。2023 年、日本が持続可能な開発のための 2030 アジェンダ及び

SDGs を実施し、2030 年までに日本の国内外において SDGs を達成するための中長期的な国家戦

略である「SDGs 実施指針」の改定が見込まれているが、改定に向けたプロセスにおけるものも含

め、市民社会や有識者、民間企業、国際機関等の関係者が集まる SDGs 推進円卓会議を中心に、

国内外のあらゆる関係者との連携を促進・強化する。 

8 SDGs 実施推進の体制と手段 

 

資料：SDGsアクションプラン２０２３～SDGs達成に向け、未来を切り拓く～  

 

また、静岡県においても「静岡県を SDGs のモデル県」として、フロントプランナーを目指して

います。その他の静岡県の取り組みとして、「ふじのくに SDGs 認証制度」を開始しています。 

静岡県の取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県総合計画 
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ふじのくに SDGs認証制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県HP  
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（４）多様性を認め合う社会 
昨今、男女共同参画やワーク・ライフ・バランスを始め、ライフスタイルや価値観の多様化に

加え、外国人市民の増加など地域社会を取り巻く環境が日々変化しており、国際化・多文化共生

が推進されています。 

従業員からみた「ダイバーシティ経営」の実態（県内企業で働く静岡県民と首都圏民） 
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資料：静岡経済研究所 
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（５）脱炭素社会に向けた取り組みの加速 
近年の気象災害の頻発化・激甚化は、地球温暖化が一因とされ、今や気候危機ともいわれてい

ます。その影響は私たちの生活にも及んでおり、地球温暖化を防止するために、環境への負荷が

少ない生活の定着に取り組むため、環境省では「2050 年までのカーボンニュートラルの実現に向

けての取組み」を掲げています。 

2050年までのカーボンニュートラルの実現に向けての取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：環境省HP  
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地域脱炭素ロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：地域脱炭素ロードマップ【概要】～地方からはじまる、次の時代への移行戦略～ 
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また、静岡県では「ふじのくにエネルギー総合戦略」として、4つの戦略を立てています。 

ふじのくにエネルギー総合戦略 

１．再生可能エネルギー等の最大限の導入促進 

太陽光発電、小水力発電、バイオマス発電などの導入促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．脱炭素化に合わせた産業の振興 

産業エネルギーの電化を支援、電化が難しい分野で水素などの導入促進 

３．二酸化炭素の吸収源対策 

森林や海の森「ブルーカーボン」による CO₂吸収源の確保 など 

４．徹底した省エネルギーの推進 

産業、業務、家庭、運輸分野での徹底した省エネを支援 

 

資料：静岡県HP 
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菊川市においても「ゼロカーボンシティ」を宣言し、令和 32 年（2050 年）の二酸化炭素排出量

実質ゼロを目指しています。 

菊川市のゼロカーボンシティに関する取組み 
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資料：菊川市HP 

 

 

 

 

 

 


